岩国市保育園整備に関する基本方針及び整備計画に対するパブリックコメントについて
　平成24年12月15日から平成２５年１月10日まで、市民の皆様からご意見（パブリックコメント）を募集した結果、次のとおり提出されました。

· 提出者数　7人（うちファクシミリ１人、メール１人、窓口5人）

· 意見の総数6件
　いただきました御意見とその意見に対する市の考え方をまとめましたので、お知らせします。

　《基本方針》１　策定の趣旨について　（意見数　１件）

	意見の概要
	市の考え方

	· 基本方針の趣旨は同調するが、その具体的方策が施設の統廃合であることに疑問あり。

・　現状の保育園利用者数は少ないが、新しい保育―将来の日本を担うにふさわしい人材育成につながる保育施策がない。

例：島根県智頭町「森のようち園　まるたんぼう」
・　地域の活性化に向けた全体計画の中での保育計画が提示される必要あり。

・　地域の活性化を目指すプロジェクトチームをつくり、その中で保育園の統廃合問題を協議すべきではないか。
	過疎化や少子高齢化に伴い、中山間の地域は、生活の維持や就業など大きな課題を抱えており、まちづくりを進める上にも、地域振興施策は重要な課題です。

こうしたことから、岩国市のまちづくり大綱である「岩国市総合計画」に基づき、地域の活性化に向けた「中山間地域づくり指針」が定められています。更に山口県が設置します「岩国市中山間地域づくり連絡協議会」と連携した事業展開もなされています。

保育行政につきましても、本総合計画の中で、施策目標を「子どもを安心して産み育てることができる」とし、各種事業に取り組んでいます。

ご指摘のように、地域の活性化を図るために、教育・保育環境の整備は必須ですが、財政状況も厳しく、効率的な行政運営も求められるところです。現在、国において「子ども・子育て新システム」の構築が検討されています。

こうした動きも視野に入れ、施設の統廃合ありきではなく、特色ある保育運営を行う上で、民間による柔軟かつ自主的なサービスの活用や公立保育園が担うべき保育など役割分担を図りながら、適切な財源を確保し、住民ニーズや地域の状況に適したより良い保育の実現を目指したいと考え、この度基本方針を定めるものです。




《整備計画》２　整備の方向性　⑴　統廃合及び民営化の推進について　（意見数　４件）
	意見の概要
	市の考え方

	【高須へき地保育園の検討について】

・　広範な錦町に保育園１園のみとなると、遠距離地区（車で２０分から３０分かかる）の住民は負担（経済面も含め）が増える。
（２件）
・　宇佐川小学校とともに、保育園は地域ぐるみの支援あり。
· ＵＩターンなど若者が定住できる環境（保育施設の設置）を望む。


	「１　策定の趣旨」でも示しておりますが、地域の実情や住民ニーズを踏まえながら、子どもたちが豊かな人間性を備えるとともに、健やかな成長を遂げるよう、適切な保育環境の確保を図りたいと考えております。
国の「子ども・子育て新システム」の中では、小規模保育等の活用による地域の子育て支援も検討されています。こうした施策も、高須地区の保育環境整備に取り入れられるのかなど、様々な検証を行いたいと考えています。

　


《整備計画》２　整備の方向性　⑵　拠点化の推進について　（意見数　１件）
	意見の概要
	市の考え方

	【幼保一体施設の設置について】（資料４・資料７）
保育園施設の利用率は、９割、幼稚園施設の利用率は、５割程度である。
また、運営費については、公立は民間保育園に比べ税金の投入額が多い。公立保育園が運営努力をしているか疑問であり、その過剰経費部分を税金が補填することは、極めて問題である。

公立保育園は、民間保育園未就園児童数の減少、民間に比し割高な運営費にあるとともに、今後要する耐震化・老朽化した公立保育園の施設整備に係る費用負担（税金投入）を考慮すると、耐震性能の有する幼稚園を中心に認定子ども園への移行（県市事業者の協力かつ積極的な取組み）し、公立保育園を廃止するなど効率的な税金利用を望む。

	　ご指摘のように公立保育園と民間保育園に要する一人当たり経費を比較すると、公立保育園の方が高くなります。
　資料中の経費比較は、市のみの負担額から比較しており、この場合、国や県からの負担金（税金）を受けることなく運営するため、その分市の負担が重くなるというものです。
また、施設整備費についても国や県からの補助制度もないため、後世への債務負担の軽減など効率的な行政運営を行う必要があります。
こうしたことから、児童数の将来推計や国の「子ども・子育て新システム」も視野にいれながら、将来にわたりより良い保育環境の確保を図りたいと考えます。
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